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多言語環境で育つ子どもの母語保持の重要性に関する一考察
―就学接続期の支援を中心に―
A Study on the Importance of Mother Tongue Preservation to Children with Diverse Language
Backgrounds
― With a Focus on the Transition Period from Preschools to Primary Schools ―
王 笑 桜 ＊
Abstract
This report discusses the importance of preserving the mother tongue of children with diverse
language backgrounds as they transition from pre‒schools to primary schools. Mother tongue plays an
important role in the acquisition of a second language and bolsters a child’s self‒esteem, which enhances
academic performance and the formation of identity. Therefore, it is necessary to support children with
diverse language backgrounds in ways that ensure they continue using their mother tongue. The
findings of this research reveal that mother tongue preservation programs are mainly concentrated in
primary schools, whereas pre‒schools are less likely to make efforts toward mother tongue
preservation. Thus, to create a linguistic support system, it is important to raise awareness about the
importance of preserving children’s mother tongue and to involve the community to support their
mother tongue.
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⚑．はじめに
1990年の出入国管理及び難民認定法（以下、「入
管法」と記す）の改正による労働者の受け入れなど
により、多くの外国人が来日し、定住するように
なった。2019年⚖月末の時点で在留外国人数は
2,829,416人（総務省，2019）に達し、2008年のリー
マンショック以来、10年連続右肩上がりになってい
る。加えて、2018年の入管法の改正1)により、今後
はさらに多くの外国人が来日することが予想され
る。それに伴い、家族の呼び寄せや国際結婚等の理
由で、幼い頃から日本で暮らす外国につながる子ど
も2)もさらに増えるだろう。
日本で生活する外国につながる子どもの多くは、
家庭内における両親の言語（母語）と社会の主流言
語（日本語）との多言語環境で育つことになる。こ
のような子どものために、言語の健全な発達を権利
として保障することは緊急に求められる重要な課題
の一つである（劉，川上，中田，2013）。特に、母
語習得の基本ができあがる⚔～⚘歳頃までは、脳が
まだ未分化の状態で柔軟であるため、第二言語を習
得し始める「最適期」であると同時に、使用頻度の
少ない言語を喪失していく度合も大きい（伊藤，
2005）。すなわち、幼い頃から多言語環境で育つ外
国につながる子どもは、日本語習得の過程にあると
同時に、母語喪失の過程にもおかれる傾向にある。
その際に十分な支援を受けられなかった場合、「二
言語不十分」（岡崎・清田・原，2003）という事態
に陥る可能性がある。このような状況を避けるため
に、岡崎（2005）は言語生態学に基づき、「生態学
的支援システム」を提唱し、多言語環境で育つ子ど
もの言語と当該児を取り巻く社会を一つの生態とし
＊ XIAOYING WANG 関西学院大学大学院 教育学研究科 博士課程後期課程
1) 今回の入管法改正により、新たに特定技能⚑号と特定技能⚒号の在留資格が設けられた。これまでは在留期間満了
後は帰国しなければならなかったが、改正後はこの期間を延長した。さらに、技能試験を受け、特定技能⚒号の在
留資格を獲得すれば、家族の帯同も認められるようになる。
2) 本報告では、外国籍の子ども、日本国籍で国際結婚により生まれた子ども、外国籍から日本国籍に帰化した子ども
のことを指す。
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て捉える重要性を訴えている。社会を巻き込んで当
該児の母語と日本語を同時に支援することは、「子
どもが育んできたものを遮断することなく、持続的
に育てていくために有効的である（岡崎，2005）」
と述べている。実際に、母語と日本語を同時に支援
することによって、教科学習がより深まるという
「教科・母語・日本語相互育成学習モデル」（岡崎，
1997）の有効性は近年、様々な報告によって実証さ
れている（原，2006；原・三宅，2004；劉，2011；
真嶋，2019；穆，2015；滑川，2008；佐藤，2006；
朱，2006等）。日本語を習得することと母語を保持
することは矛盾しておらず、むしろ相互的に育成さ
れることと、それを実現できるためには社会全体の
協力が必要であることが証明されつつある。
一方で、就学前に関して、多言語環境で育つ子ど
もの言葉に関しては、2010年代から日本語習得の具
体的な方法論が取り上げられるようになった（劉
ら，2013；栃原，2011）が、母語保持の支援に関す
る内容は少ない。また、母語保持に関する内容は家
庭内の言語の継承（継承語）として取り上げられる
（劉，2017）ものの、保育現場での母語のかかわり
に言及したものは渉猟する限り見つからない。久富
（2002）は、「子どもの母語の問題は子どもの発達の
中で重要な位置をしめるにも関わらず、日常の保育
に影響を及ぼす日本へのなれに対して保育者の関心
は高いが、母語の問題への関心は低いようである」
と述べており、保育者の母語問題の関心の低さが指
摘されている。
しかし、小学校就学後に教科学習を通して新たに
獲得する言葉は、生活の文脈を離脱したところで形
成されているものの、それは幼児期に生活の中で、
現実経験と寄り添いながら使用される言葉が基盤に
なっているからこそ、機能しうるといわれている
（岡本，1985）。Ball（2010）は UNESCO に就学前
からの母語を中心としたバイリンガル・マルチリン
ガル教育を提案しており、UNESCO は2014年に「母
語を中心としたマルチリンガル教育；10年に及ぶ研
究と実践による教訓（MTB-MLE）」を公開してい
る。このように、海外では就学前から母語保持の支
援をすることを重要視していることが分かる。グ
ローバル化が進むなかで、日本においても就学前か
ら多言語環境で育つ子どもの日本語のみならず、母
語も含めてきめ細かい配慮をする必要性がある。
本報告は、就学接続期における多言語環境で育つ
子どもの言葉の発達を踏まえ、就学前後の言葉の支
援に関する文献を整理することで、就学前から当該
児の母語の保持に意識して関わることの重要性を確
認するとともに、日本における就学前の多言語環境
で育つ子どもの言葉の支援について検討することを
目的とする。
⚒．就学接続期における多言語環境で育
つ子どもの言葉の発達
2.1 一般的な就学接続期の子どもの言葉の発達
多言語環境で育つ子どもの言葉の発達を考えるた
めには、まずは一般的な子どもの言葉の発達を把握
することが必要である。就学前から就学後への接続
期（以下、「就学接続期」と記す）における子どもは、
環境においても発達においても大きく変化する。就
学前は環境を通して教育・保育を行うものであり、
そのためには幼児期にふさわしい生活の展開、遊び
を通しての総合的な指導、幼児一人一人の発達の特
性に応じた指導が重視されなければならない（幼稚
園教育要領，2017）。
ヴィゴツキー（1934）は子どもの言葉の習得段階
を、①言葉がまだ十分には思考の媒介手段として利
用されない段階（幼児期前半）、②言葉が外的な記
号（自己中心的言語）として思考を媒介し、思考過
程を支配する段階（幼児期後半）、③言葉が内的な
記号（内言）として思考を媒介し、思考過程を支配
する段階（学齢期）の⚓段階に分けている。就学前
の子どもは、環境を通して行われる教育・保育の中
で「生活的概念」を獲得していき、それに対して小
学校就学後は、科学的知識の体系を習得することに
より「科学的概念」が発達するようになる。生活的
概念と科学的概念の根本的な違いは、科学的概念は
子どもが学校で科学的知識の体系を習得することに
より発達するが、生活的概念は子どもの個人的な経
験の中で、体系性を欠いたまま発達するということ
である。体系性を持つゆえに、科学的概念は自覚性
と随意性という性格を与えられ、体系性を欠くゆえ
に、生活的概念には自覚性と随意性がないのである
（同上）。
このような環境と思考の変化に伴い、子どもが表
出する言葉は、一次的ことばから二次的ことばへと
変化していく。一次的ことばとは、具体的な状況文
脈に支えられ、特定の親しい人を相手に話す言葉の
ことを指す（岡本，1985）。二次的ことばとは、状
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況文脈を離れたところで、不特定多数者または抽象
化された聞き手に対する言葉のことを指す（同上）。
一般的には、一次的ことばは「話し言葉」であるが、
二次的ことばは「話し言葉」だけでなく、そこに「書
き言葉」が加わる。岡本（1985）は「一次的ことば」
「二次的ことば」及び「外言」「内言」の関係性を図
⚑のようにまとめている。
つまり、一次的ことばから二次的ことばへ発達し
ていくことは、単に内言の成立が原因という単純な
関係ではなく、「両者が互いに機縁となり合うこと
によって、展開されてゆく」のである。それによっ
て、就学接続期には、幼児が外言に頼りながらも、
自分の思考活動を広げたり、深めたりすることがで
きるという。
また、言葉は子どもの思考の発達に影響を与える
だけでなく、非認知的能力にも影響を与える。岡本
（1982）は、子どもが言葉を組織的に獲得すると、
生活を言語化し、人々とのかかわり方を変え、自分
の行動をコントロールし、自我感情を客観化するこ
とができるようになると述べている。愛着に焦点を
あてて自己の発達を辿るとき、言葉が果たす役割に
ついて、村上（2008）は①能力や経験を制御、統合
して自己を形成する働きと、②人と人をつなぐ働き
であると述べている。子どもは自分の感情に適切な
言葉を添えてもらう傍ら、自らが気持ちを表す言葉
を獲得し、より的確に要望を相手に伝えられるよう
になる。その過程の中で、共感性を獲得していき、
それがやがて子どもの社会性につながっていく（遠
藤，2017）。つまり、言葉は子どもの自我の形成、
及び社会性の発達とは密接不可分な関係にあるとい
うことが分かる。
2.2 多言語環境で育つ子どもの言葉の発達
2.2.1 生態学的支援システム
岡崎（2005）は、Haugen（1972)3)が定立した言
語生態学に基づき、「生態学的支援システム」を提
唱している。言語生態学とは、ある所与の言語とそ
れを取り巻く環境との間の相互交渉的関係の学であ
る。「生態学的支援システム」とは、言語の生態が
認知、情意、社会、文化的に十分に機能する状況を
作りだすことを目指すものであり、言語は人間や人
間活動から切り離された実体ではなく、人間活動の
全ての中に編み込まれているものである。また、言
語の生態と言語の生態環境の間には相互交渉的関係
があるため、言語の生態を良くするためには、言語
の生態環境の保全、言語の生態と生態環境の関係の
あり方の保全を担保することが必要とされる。
言語生態学の領域は「心理的生態領域」と「社会
的生態領域」の⚒種類の領域がある。言語生態学の
心理的生態領域とは、ある言語と他の言語との相互
交渉的関係の領域を指す。社会的生態領域とは、あ
る言語と、その言語がコミュニケーション手段とし
3) Haugen, E., The Ecology of Language. Stanford, California : Stanford University Press., 1972
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図⚑ 「一次的ことば」「二次的ことば」及び「外言」「内言」の関係
（出典：岡本，1985）
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て機能する社会との間の相互交渉の関係の領域を指
す。生態学的支援システムは、心理的生態領域、社
会的生態領域、さらに両領域の互いの相互交渉的関
係を保全・育成する機能を果たす。つまり、多言語
環境で育つ子どもに当てはめて言葉の支援を考える
際には、当該児の言語のみならず、当該児を取り巻
く社会的環境の育成・保全も担保しなければならな
いことを意味する。
2.2.2 言葉の分析区分
従来の多言語環境で育つ子どもの言語に関する研
究は、カミンズの BICS4)/CALP5)（Cummins, 1979）
の分析区分を用いているものが多い。しかし、1990
年代以降、カミンズはこの分析区分を修正し、①会
話の流暢度（Conversational Fluency, CF）、②弁別
的言語能力（Discrete Language Skills, DLS）、③教
科学習言語能力（Academic Language Proficiency,
ALP）の⚓種類に分類している（Cummins・中島，
2011）。
①会話の流暢度（CF）は、これまでの BICS に
相当するものであり、「よく馴れている場面で相手
と対面して会話する力」のことを指す。母語話者の
場合、⚒歳～⚘歳頃までに習得されるものである。
それに対し、目標言語を第二言語として学習する者
は当該言語環境が十分あれば、⚑年～⚒年で獲得で
きるものだという。
②弁別的言語能力（DLS）は、これまで CALP
の中に組み込まれていた文字の習得や、基本文型の
習得など、ルール化ができて個別に測定可能な言語
技能のことを指す。それぞれの言語に含まれる言語
技能によって、習得時間は異なるが、母語話者と同
じくらいの速度で習得できるものもある。米国での
言語教育は、政策面でも実践面でも評価面でも、
DLS が中心で、ALP の一部である大事な読解力や
読解ストラテジーの育成に焦点が当てられていない
と指摘されている（Cummins・中島，2011）。
③教科学習言語能力（ALP）は、習得に長期間
かかる読解力、作文力、発表力等の能力を指す。教
科学習言語能力は、母語で学校経験のある⚘歳以降
に入国した場合は⚕年～⚗年、現地生まれも含めて
⚘歳以前に入国した場合は⚗年～10年かかるとされ
ている。
2.2.3 就学前の多言語環境で育つ子どもが直面す
る言葉に関する課題
就学前の教育・保育は環境を通して行われるた
め、多言語環境で育つ子どもにとって保育現場で習
得する言葉は、上記の CF 及び DLS の一部に当た
る。CF は⚑～⚒年で習得でき、DLS は母語話者と
同じくらいの速度で習得できるため、言葉に関して
は日本語を母語とする幼児との区別がつかない。し
かし、就学後の ALP の習得になると、日本語を母
語とする児童より長い時間がかかるため、問題が浮
き彫りになる。実際に、幼児期から日本で生活し、
日常会話が流暢なのにも関わらず、就学後、教科学
習についていけないという報告がしばしばある
（原，2003；川上，2009；真嶋，2019等）。
また、多言語環境で育つ子どもは、家族以外の社
会環境では、第二言語を通じて人間関係が形成され
ることになる。加えて、保護者は社会の主流言語を
使用することで子どもが学校での教科学習が成功す
ると考えて、第二言語を重視する傾向がある
（Yazıci et al., 2010）。このような状況において、特
に就学前の幼児は母語能力を失う可能性がある（同
上）。また、母語の弱さは、家庭とのコミュニケー
ションに悪影響をもたらす可能性があり、さらに学
校と家庭の文化が対立関係になる可能性をもたらす
（同上）。
劉（2017）は、小学校低学年や幼児期など低年齢
で日本に来た子どもの場合、来日前に自国で習得の
基礎を固めてきた母語は一切伸びないばかりか、日
本語の学習に専念していた分、母語が退化し、家庭
で日常的に使っている程度のものしか保持できない
と指摘している。さらに、日本生まれ日本育ちの多
言語環境で育つ子どもの場合、以下の⚓つのタイプ
の問題があるとまとめている。①母語がほとんどで
きず、日本語には全く問題がないように見えるの
に、学力が伸びていかない。②「生活言語」レベル
で母語と日本語の二言語を使用し、多文化的感覚を
持っているが、「学習言語」レベルでは、二言語と
も年齢相応の発達水準に到達しておらず、「学習困
難を伴うダブルリミテッド」の状態に置かれてい
る。③日本の地域社会と隔絶して生活しているた
め、日本語が全くできない。日本生まれまたは幼少
期に来日するいずれの状況においても、当該児は乳
4) BICS：Basic Interpersonal Communicative Skills，対人関係におけるコミュニケーションの力
5) CALP：Cognitive Academic Language Proficiency，教科学習に必要な認知・教科学習言語能力
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幼児期に学習の基礎となる母語と日本語が充分に育
てられないまま学校教育に臨まざるを得ない深刻な
状況にあると劉（2017）は指摘している。
2.2.4 母語が果たす役割
①第二言語との相互育成
カミンズとスウェインは、二言語の発達関係にお
いて、相互依存説を提起している（Cummins &
Swain, 1986）。「相互依存説」とは、第一言語（母語）
と第二言語（社会における主流言語）は、表出の際
には別個の特徴を持つ言語として現れるが、深層部
分では共有基盤を持つことを指す。この深層部分の
言語能力上の共有基盤を「共有基底言語能力」とい
う。これについて、カミンズとスウェインは氷山に
たとえた。図⚒から分かるように、水面下では一つ
の氷の基盤を持つが、水面上はそれぞれ二つの氷山
として浮かんでいる。この水面下の氷の基盤が「共
有基底言語能力」を指し、それぞれ二つの氷山は第
一言語・第二言語のことを指している。
この理論に基づけば、片方の言語で得た知識やス
キルは、他方の言語に転移すると考えられ、片方の
言語を十分身に付けられれば、他方の言語にも役立
つと考えられる。そのため、家庭の中で身に付けた
母語を日本語の習得時にも生かすことができれば、
「子どもの継続的な認知発達（穆，2015）」が見込め、
就学後の教科学習にも役立つと考えられる。
②自己肯定感の発達
幼児期に自分が認められる経験は子どもの人格の
基礎となり、子どもが社会でうまくやっていくこと
を助ける。また、強い自己肯定感は、家庭の価値観
を尊重され、認められることによって形成される
（Yazıci et al., 2010）。多言語環境で育つ子どもに
とって、自己肯定感は、子どもの家庭とその家族が
住んでいる社会の両方に対する敬意と思いやりを育
むこととなるので、特に重要である（同上）。その
ため、多言語環境で育つ子どもの自己肯定感の発達
を促すことは、母語を尊重することに大きく影響し
ている。それに対して、母語を尊重されないという
ことは、どちらかの文化を全く感じることができ
ず、疎外されるようになる可能性があり、コミュニ
ケーションや周囲に溶け込むことに対して壁を作
り、人格上のあるいはアイデンティティに関する問
題を経験することになると指摘している（同上）。
⚓．就学前後における言葉の支援に関す
る研究
3.1 小学校での言葉の支援
文部科学省は外国人児童生徒の「学習するための
言語能力」の習得にスポットライトを当て、1993年
より「日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況等
に関する調査」を行っている。2018年度の調査によ
ると、小学校に在籍し、日本語指導が必要な外国籍
の児童生徒数は26,316人、日本国籍の児童生徒数は
7,669人であり、合わせて33,985人いる（文部科学
省，2020a）。教育委員会における、日本語指導が必
要な外国人児童生徒等の受入れに係る指導体制の整
備状況に関しては、「特段の指導体制を整備してい
ない」と回答した地方公共団体数が最も多く、
51.2％と半数を占めている。その他は「学校に配置
（複数校を巡回するものを除く）した外国人児童生
徒等教育担当教員や日本語指導の支援者、母語支援
員が指導・支援を行う（28.1％）」「日本語指導の支
援者や母語支援員等が域内の学校を巡回して指導・
支援を行う（16.3％）」「教育委員会等に、外国人児
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図⚒ 相互依存説（Cummins ＆ Swain, 1986）
  
 
 
童生徒等教育の指導内容等の研究開発・提供、教
員・支援員の配置・研修等についてのコーディネー
トを行うための組織を設置している（6.3％）」「一
定域内で取り出し授業を行うための『拠点校』を設
置し、域内の日本語指導が必要な児童生徒が通級を
行う（6.2％）」「一定域内で取り出し授業を行うた
めの『拠点校』を設置し、担当教員が拠点校での指
導に加え、拠点校以外の学校へも巡回指導を行う
（5.6％）」「外国人児童生徒等教育担当教員が配置さ
れていない学校において、ICT を活用した遠隔教
育を実施している（0.4％）」の順で多かった（文部
科学省，2020b）。このことから、各地方公共団体
が各自治体の実状に応じて多岐にわたる支援を行っ
ていることが分かる。
一方で、母語による支援について、『外国人児童
生徒受入れの手引き（以下、『手引き』と記す）』（文
部科学省，2019）は、母語は外国人児童生徒にとっ
て、気持ちを伝えられるので安心できる、日本語だ
けでは理解できない内容を効率よく理解できると
いった大きな利点があると指摘している。ただし、
小学校の低学年では、母語の力自体が十分育ってい
ない場合には、母語で説明したからといって、教科
内容の理解が円滑に進むとは限らないとも指摘して
いる。
これについて佐藤（2012）は、教育現場で言語少
数派の子どもの母語の重要性が認められるように
なったものの、母語は適応教育や日本語指導のため
に手段として利用されているに過ぎないケースが多
いと述べている。また、滑川（2014）は『手引き』
の「小学校の低学年では、母語の力自体が十分育っ
ていない場合には、母語で説明したからといって、
教科内容の理解が円滑に進むとは限らない」という
文言に疑問を呈し、小学校低学年に来日した子ども
に⚒年にわたる縦断研究を行った。その結果、低学
年時は母語の先行学習において躓く様子が見られた
ものの、粘り強く母語による学習を継続すること
で、母語を介した科学的概念の発達を促し、高学年
では概念的思考の熟達の兆しを認めることができた
と報告している。このような背景の中で、様々な小
学校の教育現場や地域の支援教室で岡崎（1997）が
提唱した「教科・母語・日本語相互育成学習モデル」
を実践し、その有効性が実証されつつある（原，
2006；原・三宅，2004；劉，2011；真嶋，2019；穆，
2015；滑川，2008；佐藤，2006；朱，2006等）。岡
崎（2005）は、当該モデルを子どもが本来育んでき
たものを遮断することなく継続的に発動させ、持続
的に育てていくことを可能とする内発的発展のモデ
ルであると特徴づけている｡
3.2 就学前での言葉の支援
就学前に関しては、2017年度改訂の幼稚園教育要
領、幼保連携型認定こども園教育・保育要領の「特
別な配慮を必要とする幼児への指導」の項目に「海
外から帰国した幼児や生活に必要な日本語の習得に
困難のある幼児については，安心して自己を発揮で
きるよう配慮するなど個々の幼児の実態に応じ，指
導内容や指導方法の工夫を組織的かつ計画的に行う
ものとする」という内容が加えられた。また、保育
所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要
領の「子育て支援」の項目に「外国籍家庭など、特
別な配慮を必要とする家庭の場合には、状況に応じ
て個別の支援を行うよう努めること」という内容が
加えられた。つまり、多言語環境で育つ子どもの存
在が注目され始めていることが分かる。しかし、言
葉に関する具体的な指導に関しては示されておら
ず、各地域ないし各施設による自助努力に委ねられ
ていることが現状である。
就学前教育・保育施設における多言語環境で育つ
子どもの言葉の問題は、以前は「時がたてば日本語
を覚えるので困ることは少ない」（中川，2000）と
述べられていたが、2010年代以降から注目され始め
る（王，2018）。内田（2013）は新人保育者を対象に、
外国につながりのある子どものいる保育について面
接調査を行った際、保育士の「日本人の子もみんな
が言葉を学んでいる段階だから言葉の問題がない」
という語りに対し、「保育士らの発達観はマジョリ
ティの日本文化内での発達についての考え方であ
り、多言語・多文化環境にいる子どもにそのまま適
用できない部分があった可能性もある。更にここで
いう『問題のなさ』は保育者にとっての問題のなさ
にすぎず、潜在的な課題が潜んでいる可能性もあ
る。言語発達の遅れが本当にないのか、該当児童の
今後の発達を注意深く見守っていく必要があるだろ
う」と述べ、一見言葉に問題がなく見えても配慮す
ることの必要性を訴えている。
多言語環境で育つ子どもが日本語を身に付けるた
めの保育者の工夫について、岡野（2017）が行った
質問紙調査では、当該児に対して意識的に「ゆっく
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り・はっきり話す（77.7％）」が最も多く、「保育者
がそばにいるようにする（43.0％）」「正面から目を
見て話す（40.7％）」「面倒見の良い子と同じグルー
プにする（30.4％）」「絵・写真・イラストを一緒に
示す（24.4％）」の順で多い。保育士が当該児の立
場に立って支援を行い、同年齢の子どもたちがいる
という集団保育の「場」自体が当該児に対して有効
に働くように、保育士が環境設定を行っていること
が指摘されている。しかし、その一方で、保育士か
らの援助によって当該児のマイナスイメージの形成
にかかわる事例も報告されている。佐藤（2004）は
⚓歳児クラスにおける参与観察において、日本人園
児と国際児に対する保育者の対応について、保育者
は日本人園児が幼稚園のきまりに違反したときには
「発問→応答→評価」の回路を用いるが、国際児に
対してはこの回路が使えないために「NO」「ダメ」
「ブー」と強く言ったり、「×」と言いながら両手で
大きくジェスチャーを示したりし、マイナスの評価
で対応していた様子を報告している。国際児の言動
を否定することを繰り返していると、他の子どもた
ちが当該児を自分たちよりも下に見たりすることに
つながる危険性があると警鐘を鳴らした。国際児に
対する保育者の対応は、日本人園児と国際児との接
し方のモデルにもなることを意識し、援助方法を考
える必要があると述べている。
しかし、上記の保育者による工夫は、いずれも保
育現場の「今」に重きを置いており、多言語環境で
育つ子どもの就学後の教科学習を見据えた言葉の支
援とは言い難い。王（2019）の調査によると、外国
につながる子どもへの言葉に関する支援に対し、気
にかけていることについて尋ねた結果（複数回答
可）、最も多いのは、「言い方が分からない時に気持
ちを代弁する（68％）」及び「日常の挨拶をする
（57％）」であり、いずれも過半数を占めている。こ
れに対し、「絵本や物語の意味を正しく理解する」
は、一人も選択していないと指摘している（表⚑）。
保育者の多言語環境で育つ子どもの高次的な言葉に
対する関心の低さがうかがえる。
就学後の教科学習を見据えた言葉の支援に関する
ものについては栃原（2011）と劉ら（2013）の研究
がある。栃原（2011）は「日本人の子ども」と「外
国につながりを持つ子ども」との文字（日本語）学
習開始時期の違いについて指摘し、家庭において日
本語の文字に触れる機会の少ない「外国につながり
を持つ子ども」の場合、意図的に文字の重要性に気
付かせ、楽しみながら文字に触れ、学んでいけるよ
うな環境を提供していく必要があると提案してい
る。劉ら（2013）はニューカマーの集住地域である
B 県 A 市で行われている多文化・多言語環境に育
つ外国人⚕歳児向けのプレスクールプログラムを取
り上げた。当該プログラムは、「生活のための言語
面」「集団生活面」「学習につながる言語と態度面」
の⚓点から対象児童のレベルに合わせたねらいを定
め、その結果、語彙調査において対象児の点数の伸
びが認められたと報告している。しかし、母語も日
本語も充分に発達していない子どもにとっては、就
学直前の⚔ヶ月程度のプレスクールプログラムによ
る学習支援は十分でないと指摘している。
上述の内容を2.2.1で述べたカミンズの言葉の分
析区分を用いてまとめると、就学前教育・保育施設
の現場においては、多言語環境で育つ子どもの言葉
の問題に関し、CF については注意を向けられてい
るものの、就学後の教科学習を見据えた支援に関し
ては注目度が低い。一方で、研究面やニューカマー
の集住地域においては、DLS と ALP に関して注目
され始めているが、研究の数に関しては極めて少な
い状況である。さらに、上述の内容はすべて日本語
に焦点を当てられたものであり、母語の保持に関し
ては言及されていない。
就学前における母語の支援に関し、日浦（2003）
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表⚑ 言葉に関する支援について気にかけていること（出典：王，2019）
選択肢 人数 割合
言い方が分からない時に気持ちを代弁する 83 68％
日常の挨拶をする 70 57％
思ったことを自分なりに表現するよう促す 36 30％
正しい発音をする 19 16％
正しい文法で話す 15 12％
園内では必ず日本語で話す 8 7％
絵本や物語の意味を正しく理解する 0 0％
は、大阪府の幼稚園・保育所の、日本語を母語とし
ない親を持つ子どもに担任としてかかわったことが
ある、或いは現在かかわっていると答えた保育者を
対象とし、当該児とのかかわりにおいて「困ったこ
と」として挙げている自由記述式の回答を整理し
た。その結果、子どもに関する記述では、早く園生
活に慣れさせよう、「適応」させようとするあまり、
子どもの親の母語について配慮に欠ける記述が目
立ったと指摘している。日本語は、子どもにとって
母語なのか、それとも「道具的言語」に過ぎないの
かと言うことを考え、人間形成や基本的人権にかか
わる母語を子どもの生活環境の中で維持していくこ
とを保障する必要があると述べている。黄・山名・
榊原・和田（2018）は、中華系外国人学校附属にお
ける幼児部の幼児⚘名の自然会話場面を観察した結
果、分からない単語があれば、現在使っている言葉
から、自分の優勢な言語に切り替えることを自発的
に行っていたことを明らかにしている。当該幼児部
は、日中バイリンガルを育てることを目的とする場
所であるため、両言語間の自由な切り替えが見られ
たと考えられるが、日本におけるほとんどの就学前
教育・保育施設は日本語のみで教育・保育を行って
いる。このような日本語のみ優勢であり、且つ保育
者の母語への関心が低い環境の中で、多言語環境で
育つ子どもの言葉の発達は十分に保障されていない
ことが懸念される。
一方で、日本のみならず、国際的にみても、就学
前の多言語環境で育つ子どもに対する母語による支
援が充分とは言えない状況にあり、少なくとも2010
年の時点ではほとんどない（Ball，2010）。このよ
うな状況を踏まえて、Ball（2010）は就学前から母
語を支援することの重要性を強調し、UNESCO に
母語を基盤としたバイリンガル・マルチリンガル教
育プログラムを作成するための方向性を提言してい
る。当該プログラムは、多言語環境で育つ子どもを
中心に、家族、プログラムを提供する学校や地域支
援教室にとどまらず、教員育成や教育資源、研究・
資金、政策ないし社会全体を巻き込んで当該児をサ
ポートすることが提案されている（図⚓）。した
がって、就学前においても、多言語環境で育つ子ど
もの生態を保全しながら当該児の支援を行う姿勢が
求められていることが分かる。
以上をまとめると、就学前の多言語環境で育つ子
どもの言葉を支援するためには、①日本語に関して
は ALP といった就学後の教科学習を意識した日本
語の支援をすること、②就学前教育・保育施設にお
いても当該児の母語を習得する権利を保障するこ
と、③社会全体を巻き込んで当該児の母語の重要性
に対する意識を高めることが必要であると考える。
⚔．まとめと今後の課題
本報告は、就学接続期における多言語環境で育つ
子どもの言葉の発達を踏まえ、就学前後の言葉の支
援に関する文献を整理した。その結果、多言語環境
で育つ子どもにとって、母語は第二言語との相互育
成及び自己肯定感の形成に影響を与え、それは小学
校就学後の教科学習や、アイデンティティの形成に
役立つことが明らかになった。そのため、就学前か
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図⚓ 母語を基盤としたバイリンガル・マルチリンガル教育プログラムが影響を及ぼす範囲
（出典：Ball, 2010）
ら母語に関し、きめ細かい配慮が必要であることが
確認された。また、多言語環境で育つ子どもに対す
る就学前後の言葉の支援をまとめたところ、当該児
に対する母語保持の支援は就学後に集中しており、
就学前に関しては関心が低いことが現状であること
が分かった。生態学的支援システムに基づいて就学
前の多言語環境で育つ子どもの言葉の支援を考える
際、子どもが今まで育んできたものを遮断しないた
めにも、母語に対する意識を高め、社会全体を巻き
込んで当該児を支援することが重要であると示唆さ
れた。
本報告では、日本の就学前教育・保育現場におい
て、母語に対する関心が低いことが明らかになっ
た。今後は保育者の母語に対する考えの実態を把握
するとともに、生態学的支援システムを視点に、日
本の就学前教育・保育現場において当該児の母語保
持の権利を保障することで、当該児の言語の生態と
生態環境にどのような影響を与えるのかを明らかに
することを課題とする。
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